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１．地方創生の更なる推進について
農山漁村地域を多く抱える町村では、高齢化、少子化の急速な同時進行により、多くの困難に直面しています。そうしたなかで、町村は自ら知恵を絞り人口減少の克服と地域の活性化に資するよう、住民等と一体となって地方創生に向けた取り組みを進めているところです。

町村が進める地方創生の取組は、政府が「新・三本の矢」として掲げる「希望を生み出す強い経済」、「夢をつむぐ子育て支援」、「安心につながる社会保障」の推進、すなわち一億総活躍社会の実現につながるものであります。

ついては、地方創生の更なる推進に向け、次の事項について特段のご配慮をお願いします。
１．町村は今後、農山漁村の地域資源を掘り起こし、有効活用することで雇用の場を増やすとともに、子育て、学校教育、地域活動等で幅広く世代間の連携を強化し、外からのひと・技術等を積極的に活用して、都市との共生と交流を進めるなど、まちづくりになお一層取り組んでいくことから、町村が実施するこれらの施策について、制度的にも、財政的にも支援すること。

２．地方創生推進交付金については、町村が総合戦略に基づいた政策目標達成のため、新たな発想や創意工夫を活かした事業に柔軟かつ積極的に取り組んでいけるよう、自由度の高い交付金とするとともに、その規模を拡充すること。
　  また、少なくとも当面の5年間を見据えて施策展開を図れるよう、継続的な交付金とすること。
３．地方への移住や定住を希望する国民のニーズに応えるため、情報提供体制の充実や農林漁業の後継者対策など就業対策の強化、医療や教育体制の充実、地域運営組織の強化等による居住環境の整備を図り、田園回帰の流れを加速すること。
２．町村財政基盤の確立について
現在我が国では、人口減少の克服と地方創生が喫緊の課題となっており、国、地方あげてこれらの課題に積極的に取り組んでいるところであるが、一億総活躍社会の実現のためには、地方創生の取り組みを更に推進していく必要があります。

町村が、自主性・自立性を発揮して、地方創生を積極的に進めていくとともに、地域の実情に応じた様々な行政サービスを着実に実施していくためには、偏在性の少ない安定的な地方税体系の構築や地方交付税の安定的確保等により、地方の自主財源を拡充し、町村の財政基盤を強化することが不可欠です。
　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．町村税源の充実強化について
(1) 地方税は、地方自主財源の根幹をなし、地域の自主性及び自立性の向上を実質的に担保するものであることに鑑み、国と地方の最終支出の比率と租税収入の比率における大きな乖離を縮小し、地方が担うべき事務と責任に見合うよう、国税と地方税の税源配分を見直すこと。

(2) ゴルフ場利用税（交付金）は、税収の7割がゴルフ場所在市町村に交付され、特に財源に乏しく山林原野の多い町村において極めて貴重な財源となっている。所在町村においては、アクセス道路の整備・維持管理、廃棄物処理、地滑り対策等の災害防災対策、農業・水質調査等の環境対策、消防・救急など、特有の行政需要に対応するとともに、地域振興をはかる上でも不可欠な財源となっていることから、現行制度を堅持すること。
２．地方交付税の充実強化について
(1) 人口減少の克服・地方創生のため、町村が自主性・自立性を発揮し様々な施策を着実に実施していくためには、継続的に安定した自主財源の確保が必要であり、特に地方交付税総額の安定的確保が不可欠である。そのため、「まち・ひと・しごと創生事業費」を拡充するとともに、「歳出特別枠」を堅持し、地方交付税等の一般財源の総額を確実に確保すること。
(2) 財政健全化の目標達成のため、アウトソーシングの推進等トップランナー方式が導入されたが、そもそも行政コストの差は、人口や地理的条件など歳出削減努力以外の差によるところが大きく、一律の行政コスト比較にはなじまないことや、中山間地域では民間委託そのものが困難なところもあるなど実態は様々であることから、そうした実態を踏まえ、町村の財政運営に支障を生じないよう十分配慮すること。

(3) 普通交付税の測定単位として多く用いられている人口が、平成２７年国勢調査人口に置き換えられるため、人口が減少している町村にとっては影響が大きいことから、条件不利地域や小規模町村において必要な行政サービスを確実に実施できるよう、人口急減補正を拡充すること。

(4) 「まち・ひと・しごと創生事業費」に係る地方交付税の算定にあたっては、今後徐々に取組みの成果（成果指標）による算定方式にシフトするとされているが、条件不利地域や財政力の弱い町村において、人口減少の克服・地方創生の目的を達成するためには、長期にわたる取り組みが必要であることを十分考慮すること。
３．介護保険制度の円滑な実施について

介護保険制度は利用者が増加の一途を辿り、これに伴い給付費も急速に増大しています。
利用者が安心してサービスを継続して受けられるよう、地域包括ケアシステムを推進するとともに、同制度の円滑かつ安定的な運営をはかることが喫緊の課題であります。
さらには、一億総活躍社会の実現に向け、介護人材の育成・確保やニーズに見合ったサービス整備等がこれまで以上に求められています。

ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．国の負担（居宅給付費の25％、施設等給付費の20％）のうち５％が調整財源とされているが、これを外枠とするとともに、算定基準に介護保険施設の定員数を加味すること。
２．「介護離職ゼロ」を達成するため、介護サービス基盤を整備するとともに、介護従事者の養成や処遇改善など、人材確保策に取り組むこと。
また、介護職員処遇改善加算は職種を限定せず、介護事業所に従事するどの職種にも適用すること。　
３．中山間地域においても安定的な施設運営が図られ、必要な介護サービスが確保されるよう、「特別地域加算」、「中山間地域における小規模事業所加算」、「中山間地域等に居住する者へのサービス提供加算」については、加算率を引き上げること。
４．平成２７年度の介護報酬改定により、運営に影響が出てきている介護事業者施設があることから、その実態を早急に調査すること。
４．少子化対策の推進について
我が国における少子化傾向はきわめて深刻さを増しています。
少子化の問題は、我が国の社会・経済・地域など、幅広い分野に大きな影響を与えるものであり、早急な対応が必要です。
一億総活躍社会の実現のためには、若者の雇用・経済的基盤を改善するとともに、仕事との両立ができる環境づくりと、結婚から妊娠・出産、子育てまで切れ目のない支援を行う必要があります。
ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．市町村が地域の実情に応じ、障害児を含むすべての子どもに対するサービスを安定的に実施できるよう「子ども・子育て支援新制度」の質の充実に向けて、0.3兆円超の財源を確保すること。
また、二重行政の解消のため、国における所管を一元化すること。

２．乳幼児等医療費助成事業については、国の制度として無料化を実施すること。

３．保育士の処遇改善を図るとともに、潜在保育士の掘り起こしを強化するなど、人材確保に取り組むことと。
５．障害者保健福祉施策の推進について

障害者及び障害児が個人としての尊厳にふさわしい日常生活を営み、一億総活躍社会に向けて積極的に社会参加ができるよう障害者への就労支援など、制度に谷間のない福祉施策を推進し、安心して暮らすことができる地域社会の実現をはかる必要があります。

ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．「障害支援区分」の認定事務を行う町村職員及び認定業務に携わる認定調査員が、客観的かつ公平・公正な認定業務を実施できるよう、それぞれの障害特性に対応した標準的な研修の実施等により資質の向上を図ること。

２．「障害者総合支援法」に基づく居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護及び重度障害者等包括支援等については、国庫負担基準額が設けられているが、基準額を超えて支出した場合は、町村の自主財源での対応となり、大きな負担となっている。
ついては、基準額を見直すとともに予算額を確保すること。

また、地域生活支援事業については、補助率が2分の1以内と規定されているが、国の補助金が2分の1に達していないので、町村が支出した総事業費の2分の1を交付すること。

６．医療保険制度の一本化の実現について

　国民健康保険の加入者は、高齢化の進展に伴い年金受給者を主とする無職者の割合が増加するとともに、社会経済情勢の変化により被用者保険に加入できない失業者・非正規雇用者・長期療養者等も増加しています。

そのため、加入者の所得額に対する保険税負担の割合は被用者保険の加入者と比べ著しく高いなど厳しい状況に置かれています。

昨年度成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」においては、平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等を担うこととされたが、新たな制度施行に向けては課題が山積しています。

　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．国民皆保険制度を堅持するためには、負担と給付の公平が不可欠であり、都道府県を軸として保険者の再編・統合を推進し、公的医療保険を全ての国民に共通する制度として一本化すること。

２．平成３０年度から新制度を円滑に施行できるよう、都道府県が、国の定めるガイドラインに沿って「国保運営方針」を定めるにあたっては、特に、保険料の標準的な算定方法や事務の広域化・効率化について、市町村と十分協議し、保険料水準の平準化や保険料算定方式の統一への取り組みを拙速に進めることのないよう、国において適切な助言を行うこと。
７．生活環境の整備促進について
　国民が真に豊かさを実感できる住みやすい地域社会をつくるため、生活環境の整備対策を強力に実施していく必要があるので、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．水道施設の整備促進について
耐震性及び安全性強化のための水道施設の整備を促進すること。
２．生活排水処理施設の整備促進について
循環型社会形成推進交付金については、必要な予算額を確保するとともに適正な交付金額とすること。
８．空き家対策の推進について
過疎化、少子高齢化が急速に進む中、適切な管理が行われていない空き家が増加してきており、防災、防犯、火災予防、衛生、景観、地域活性化などの面で全国的に問題化しています。

こうした実態に鑑み、町村が地域住民の安全性の確保や生活環境の保全等のため空き家等対策を適切かつ円滑に実施できるよう、「空家等対策の推進に関する特別措置法」が成立したところです。

ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．空家等対策の推進に関する特別措置法に基づき、町村が空き家対策を適切かつ円滑に実施できるよう、町村の空き家対策に要する費用、特に行政代執行の費用等に対し、必要な財政上の措置を講じること。
２．空き家の有効活用は、移住・定住の環境整備をはじめ地方創生の観点からも重要な課題となっていることから、上記特別措置法による特定空き家に該当しない空き家も含め、町村においてその有効活用等が一層推進されるよう、引き続き税制面での検討を行うとともに、地方創生推進交付金の弾力的活用をはじめ財政面においても積極的な支援を行うこと。

９．農業対策の充実強化について
　我が国の農村は農業所得の減少や地場産業の衰退などから人口の減少、高齢化といった厳しい現状にありますが、食料の供給や国土の保全等の多面的機能の維持等、農業・農村の再生と振興は極めて重要な課題です。
よって、新たな食料・農業・農村基本計画を踏まえ、地域がそれぞれの特徴を活かした農業政策を実施し、農村が将来にわたり持続できるよう、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．ＴＰＰ協定について

(1) 国内農林水産物の品質や安全性に対する国民の理解をこれまで以上に深めるとともに 影響を受ける農林漁業者が希望をもって経営に取り組めるよう、「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に基づき、農林水産分野におけるＴＰＰ対策を着実に実施すること。

　　また、事業の実施にあたっては、申請期間の延長や事務手続きの簡素化を図ること。

(2) 多くの関税が長期にわたり段階的に削減されることから、各品目における影響に対し、機動的かつ継続的に対応できるよう 「ＴＰＰ対策基金」を創設すること。

２．中山間地域における農業対策の強化について
　　中山間地域における農地は、全国の耕地面積の約４割を占めるとともに、水源かん養、景観形成、大気保全機能などの多面的機能を有している。

　　しかしながら、これら地域は、傾斜地が多く農地が小区画、不整形であるなど生産条件が厳しく規模拡大による所得の確保が困難である。
ついては、規模拡大やコスト低減が困難な中山間地域においても、農業者が将来に希望を持って農業に従事していけるよう、中山間地域における農業対策の強化を図ること。
３．日本型直接支払（多面的機能支払い）制度について
円滑な事業推進が図れるよう、十分な財政支援を講じること。

また、事業の実施にあたっては、高齢化が進み事務処理が負担となっていることから、外部委託の導入や事務の簡素化を図ること。
４．農地中間管理事業について
(1) 「農地耕作条件改善事業補助金」については、必要な予算額を確保するとともに、中山間地域においても事業が推進できるよう要件を緩和すること。
(2) 農地中間管理事業を活用した農地の集積・集約化につながる農地の貸借については、担い手間の場合においても機構集積協力金の対象とすること。

また、制度創設から５年程度は、事業推進の妨げになるような制度改正は行わないこと。

５．ドローン及び模型ラジコンヘリによる防除について

　　昨年9月の航空法改正を受け「空中散布等における無人航空機利用技術指導指針」が改正され、ドローン及び模型ラジコンヘリによる防除が可能となったところである。
　　今後、検討がなされる利用可能な機種の選定については、狭小な農地でも防除可能な機種を選定すること。

また、防除可能な作物について、対象を拡大すること。
10．森林・林業対策の推進について
　森林地域に立地する林業や山村・水源地域は、林産物の供給のみならず、国土の保全や水源かん養等の多面的機能を有しているが、過疎化・高齢化や林業従事者の減少、間伐の遅れによる森林荒廃等が長期化し、極めて厳しい状況が続いています。

　このような中、魅力ある地方を創生するためには、新たな木材需要の創出、国産材の安定的･効率的な供給体制の構築等により、林業の成長産業化を実現し、人口減少が進む山村地域に産業と雇用を生み出すことが重要です。
また、森林の整備・保全を通じた森林吸収源対策を推進し、多面的機能の維持・向上により、美しく伝統ある山村を次世代に継承することが必要です。

　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．国産材の需要拡大について
公共建築物等への国産材の利用を促進するため、公共・公用施設を新改築する町村に対する財政支援を拡充すること。

11．野生鳥獣対策の推進について
　野生鳥獣による被害は、営農意欲の減退をもたらすなど、農山漁村の暮らしに深刻な影響を与えており、地域全体で被害防止対策に取り組むための体制を早急に整備することが重要であります。

　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．野生鳥獣は依然として増加しており、さらに気候の変化による生息域の広がりにより、その被害は依然として増加の一途を辿っていることから、野生鳥獣に対する被害に対しては、関係省庁が連携して強力に推進するとともに、個体群管理の徹底を図ること。

また、鳥獣被害防止総合対策交付金については必要な財源を確保すること。
２．広大な面積を有する国有林内における有害鳥獣対策は、国において早急に実施すること。

12．水産業・漁村対策の充実について

我が国の水産業は、魚価の低迷や、燃油価格の高騰、高船齢化や担い手の高齢化等極めて厳しい環境にあります。
国は「農林水産業・地域の活力創造プラン」において「水産日本の復活」を掲げ、水産業の成長産業化に向け、漁業者の所得・経営力の向上を図るため、地域の特性や資源の状況を踏まえた資源管理に取り組むこととしているところです。
ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．新たに今年度中に策定される水産基本計画については、地域の意見を十分に踏まえた内容とすること。
２．漁業への多様な就業経路を確保するため 労働環境の改善、安全対策、漁業技術や経営管理能力に係る研修体制、就業相談等の諸対策の拡充をはかること。

13．道路の整備促進について
　地域住民の生活、生命、財産を守るために、社会経済活動を支える道路網の整備は、重要かつ緊急の課題となっています。

　また、東日本大震災等の大規模災害が多発していることから、今後起こりうる災害に対応できる道路政策を強力に推進する必要があります。

　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．国道・県道及び市町村道の均衡ある道路網の整備を推進するため、適切な財政措置を講じること。
特に、整備の遅れている地域については、重点的に予算を配分すること。

２．産業、経済、文化の振興など地域活性化には、広域的な交通ネットワークが必要不可欠なので、九州中央自動車道（九州横断自動車道延岡線）の「国道218号高千穂日之影道路」の早期完成及び「高千穂～蘇陽間」、「日之影～蔵田間」の早期事業化を図ること。

　　　　　　　
14．防災対策の推進について
　我が国は、地震列島であり、急峻な山地や河川が多く、災害を受けやすい国土であることから、その被害を最小限に止めるため、大震災やその後の台風・豪雨等災害を教訓とした全国的な防災対策の強化が急務であります。

　特に本県は、地形的に急峻な山地と広範囲に分布するシラスなどの特殊土壌により、数多くの土砂災害危険箇所があります。

　真に豊かな生活を実現するため、治山・治水事業を積極的に推進することが緊急の課題であります。

　ついては、次の事項について特段のご配慮をお願いします。

１．治山・治水対策について
森林と河川を一体的に捉えた治山・治水対策、土砂災害対策及び防災対策の強化をはかるため、予算枠を拡大するなど財政措置の拡充を図ること。

２．防災・減災対策の強化について
(1) 防災・減災等に資する社会資本の老朽化対策を総合的に推進し、とりわけ橋梁・トンネルの修繕や点検に対しては、技術的支援の体制整備や必要な財政措置を講ずること。

(2) 「南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」による「特別強化地域」の避難施設整備等については、必要な財源を確保すること。
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